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現在までの検討結果及び今後の対応





【現状】

○ 近年のICTの急速な進展に伴い、消防を取り巻く社会のICT環境も大きく変化

○ 一方、従来の消防指令システムは閉域網のシステムとして整備・運用されているため、最新技術を取入れにくい

○ パッケージ製品を基本としながらも標準的な仕様等が存在しない

 システム調達・運用に係るコスト関連の整理

 標準データ要件の策定

 緊急通報標準インーターフェイスの策定

 標準業務フロー・基本的機能・調達仕様書ひな形等を作成

 AVM・IP無線との標準インターフェイスの策定

（１）背景

（２）本検討会の取組内容

【目的】

【アウトプット】

○ システム調達・維持コストの低減

○ ICT技術を取入れ、他組織とのシステム連携による消防活動の効率化

○ 通報手段の多様化への対応、消防業務の効率化

○ 標準仕様の提示
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【消防本部のアンケート（※）結果】
○ 最新技術を取入れにくい

○ システム整備のコストを抑えたい

○ 標準仕様を示して欲しい

○消防指令システム ○消防業務システム

 システム調達・運用に係るコスト関連の整理

 標準データ要件の整備・クラウド活用

 標準仕様の策定

１．消防指令システムを取り巻く状況

※令和２年度に実施した全国の消防本部へのアンケート及びヒアリング
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２．消防指令システムに係る課題整理と検討の方向性：（３）課題と解決策一覧

項目 課題（消防本部からのニーズ） 解決策

１ 更新作業・調達 調達に関するマニュアルがほしい  ［S2群］群消防指令システムの調達仕様書ひな形 単独・共同・型別サンプル
 ［G3群］消防業務システムの調達仕様書ひな形

２ 更新作業・調達 標準仕様を示してほしい

 ［S1-01］通信指令業務の標準的な業務フロー
 ［S1-03］消防指令システムの基本的な機能の一覧
 ［S1-04］消防指令システムの非機能要件ガイドライン
 ［S8群］消防指令システムの導入手順書
 ［G1群］消防業務システム標準仕様書

３ 更新作業・調達 コスト低減  ［S7群］標準化されたデータ要件

４ 更新作業・調達 機能や規模の拡張性が高い柔軟なシステム設計

 ［S3群］消防機関への緊急通報に係る標準インターフェイス標準仕様書
 ［S4群］IP無線に係る標準インターフェイス標準仕様書
 ［S5群］AVMに係る標準インターフェイス標準仕様書
 ［S6-01］消防本部間位置情報転送時のユーザ・ユーザ情報（UUI）定義書

５ 更新作業・調達 ベンダーロックインの解除  ［S7群］標準化されたデータ要件

６ 緊急通報 近隣本部に対して位置情報を転送したい  ［S8群］消防指令システムの導入手順書
 ［S6-01］消防本部間位置情報転送時のユーザ・ユーザ情報（UUI）定義書

７ 緊急通報 代理通報事業者から位置情報等をデータ接続したい  ［S3群］消防機関への緊急通報に係る標準インターフェイス標準仕様書

８ 消防指令システム（通信指令業務） AIやRPAを活用した業務の効率化  通信指令業務等の課題に対応した先進的な取組事例_検討結果

９ 消防指令システム（アプリ） 標準仕様を示してほしい  ２と同対応策

10 消防指令システム（データ） 事業者ごとに異なる用語や記号の一定程度の統一  ［G1群］消防業務システム標準仕様書 データリスト

11 消防指令システム（ネットワーク） 消防指令システム・周辺システムのクラウド活用

 ［G1群］消防業務システム標準仕様書 機能一覧
帳票一覧・レイアウト・諸元表
データリスト
機能別連携仕様
ファイル連携に関する詳細技術仕様
非機能要件

12 消防指令システム（ネットワーク） 消防全体としてのネットワークの在り方の提示  ［G3-02］消防業務システムの調達仕様書ひな形 ネットワーク

13 消防指令システム（セキュリティ）

消防業務システム（セキュリティ）
セキュリティガイドラインの策定

 ［S1-05,06］消防指令システムに係るセキュリティガイドライン
 ［S1-07］消防指令システムに係るセキュリティ対策手順例
 ［S1-08］消防指令システムのセキュリティガイドライン群Q&A

14 現場活動 他本部とのデータ連携
 ［G1群］消防業務システム標準仕様書 データリスト

機能別連携仕様
ファイル連携に関する詳細技術仕様

15 現場活動 AVMのコストダウン  ［S5群］AVMに係る標準インターフェイス標準仕様書
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２．消防指令システムに係る課題整理と検討の方向性：（４）コスト分析①

○ 消防指令・業務システムに係るコスト面の課題（理由）の分析結果

１．市販品で構成できないため、各事業者で開発・製造する必要がある（消防指令システム）

２．ベンダーロックイン状態となっている（消防指令システム・業務システム）

３．市場規模が小さいためスケールメリットが出ない（消防指令システム）

１．消防指令システムの装置は、市販品で構成できないため、各事業者で開発・製造する必要があること
○ 消防関係機関との接続方式が多種多様となっているほか、各自治体ごとの制限や接続先も多種多様である。

このため、消防指令システムの根幹となる指令制御装置の開発が必要であり、いわゆる一品ものとなっているため、開発コストが大きい。
○ 24時間365日稼働し続けなければならない消防指令システムは、構成機器の様々な部分を多重化・冗長化する必要がある。

また、細かな構成品も各事業者社で開発が必要な場合や市販品であっても高性能で高額なものを使用する必要がある。
〇 消防救急デジタル無線と同様に、汎用でないシステムと接続する必要がある。
〇 上記のような特殊な機器のため、試験も毎回一からやり直す必要があるほか、試験内容も厳しく、時間をかけて実施する必要がある。
〇 通信指令業務が停止しないために、災害等でソフトウェアが停止したとしてもアナログの機器だけで動作するようにオンプレミスで整備している。

消防庁が標準業務フロー・基本的機能等を定義することで、各消防本部が要求する消防指令システムに大きな差が生ま
れなくなり、各消防本部で発生していた各事業者の開発が抑制されることも期待している

注意点
○ 消防庁で公表する消防指令システムの基本的機能等に合わせることで、各消防本部におけるこれまでの通信指令業務の運用方法や操作手順

など、変更しなくてはならない場合がある。

○ 設計・施工を分離した場合、工事設計書に基づく工事となるため、細かな調整に目を配る必要があり、業務負担が増加する可能性がある。
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６．消防本部のシステムの更なる効率化・高度化に向けた検討結果：（１）検討するべき技術課題の整理

【目的】消防本部のシステムに関するコスト削減や業務効率化について検討する

【実現手段】技術課題について整理
○ 消防本部の課題・ニーズを基に、消防庁が検討すべき技術課題を整理した。

○ 「クラウド活用」、「データベース」、「ネットワーク」、「AI等を活用した先進的な取組」について検討することした。
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【結果】様々な先行事例を調査

○ 消防本部で取り入れられているAIの活用をはじめとした先進的な事例について調査を行った。

○ 時代に合わせて、システムの内部に機能を構築していくことは難しいため、標準データ要件・ファイル連携形式を定めることで、外部シス
テムとの連携の難易度を下げ、システム内部に機能を持たせず、プラグインで機能を拡張しやすくすることとした。

# 取組事例 概要 補足

１

119番通報集中時の優先順位付け 大規模災害時等により、119番通報が集中した場
合、受付台にて通報者の状況聴取後、一旦回線
を保留とし、専用システムにより事案毎の優先順
位付けを行い、優先度の高い事案から順次対応
する

• 保留した事案の中から、緊急性の高い事案を抽
出して隊編成等の指示を行うことが可能である

• 緊急度に応じた基準（キーワード等）を設定し、通
信指令員の緊急性の判定に統一性を持たせるこ
とが可能である

２

災害種別判定等の効率化・高度化 指令台から出力された音声を別システムで認識し、
リアルタイムでテキスト化すると共に、種別毎の聞
き取り項目、会話中のキーワードから確認すべき
内容、対処すべき応急処置等を表示する

• 通報頻度の少ない通報内容も画面上に聞き取り
項目が表示されるため、指令員の確認漏れ等の
減少が期待される

• 一定水準以上の音声認識率がなければ業務で
の利用が困難であるため、継続的に単語登録等
のメンテナンス作業が必要となる

３

情報共有の効率化・高度化 現場隊員用のスマートフォン端末等と指令セン
ターを接続し、グループ通話（動画・音声）等により
正確な現場情報の共有を図る

ソリューション導入後は、構成機器等の更新が必要
で継続的に保守費用等が発生するが、回線契約の
見直し及びシステムの共用化等の工夫により費用を
抑制している

 先進的な事例（例）

令和４年７月公表済み

６．消防本部のシステムの更なる効率化・高度化に向けた検討結果：（５）先進的な取組に関する検討



【結果】クラウド上で消防本部が地図を共同利用することは、コストメリットがない
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【結果】Googleマップの利用に関する検討

○ 多くの消防本部からGoogleマップの利用をしたいとの意見があった。

○ GoogleマップはGoogle Maps Platformとして、API連携の自社サービスがあり、料金は利用頻度等によって大きく変化するため、消防本部が

独自で導入できると判断。

○ また、Googleマップとの連携は、自治体での利用に関する検討情報もあることから、システム内部に取り込むよりも外部システムとして必要な

消防本部が連携するものと判断。

○ 消防本部から地図に関する費用が高額であるとの意見があったため、クラウド上で地図機能を消防本部が共同利用できないか検討。

○ 同一地図のシェアード利用により価格が低下するとの仮説を基に、地図提供事業者と協議を行った結果、利用者ごとに支払いが生じるも

ののため、コストメリットがないことがわかった。

○ 更に、クラウド活用によって定期的な更新が発生するため、共同利用することで自本部の想定していないタイミングで地図の更新がかる

などのデメリットも発生する可能性がある。

＜総合検討の結果、最終アウトプットをしないもの＞

６．消防本部のシステムの更なる効率化・高度化に向けた検討結果：（６）総合検討








